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【手続補正書】
【提出日】平成26年2月10日(2014.2.10)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　以下、
Ａ）ａ１）メチルグリシン－Ｎ－Ｎ－二酢酸（ＭＧＤＡ）及び／又はそれらのアルカリ塩
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、並びに／又は
　　ａ２）Ｎ，Ｎ－ビス（カルボキシメチル）－Ｌ－グルタメート（ＧＬＤＡ）及び／又
はそれらのアルカリ塩
　を含むキレート成分、
Ｂ）金属クエン酸塩、並びに
Ｃ）金属炭酸塩
を含む洗剤組成物であって、
該洗剤組成物中に存在するキレート成分Ａ）、金属クエン酸塩Ｂ）及び金属炭酸塩Ｃ）の
合計量は、洗剤組成物１００質量部に対して、約５０質量部以下であり、かつ次の２つの
条件の少なくとも１つ
ｉ）Ｘ＝（２．２９*ａ１）＋（２．５１*ａ２）＋（２．２６*ｂ）＋（２．７５*ｃ）＋
（－０．１５*ａ１*ｂ）＋（０．２６*ａ２*ｂ）＋（１．３３*ａ２*ｃ）、及び／又は
ｉｉ）Ｙ＝（４．００*ａ１）＋（３．７６*ａ２）＋（３．７０*ｂ）＋（３．１０*ｃ）
＋（－４．１１*ａ１*ｂ）＋（－１．５７*ａ２*ｂ）＋（０．９７*ａ２*ｃ）
が適正であり、ここで、
ｉｉｉ）０＜Ｘ≦２．５、
ｉｖ）０＜Ｙ≦３．５、
ｖ）ａ１及びａ２の少なくとも１つは、０より大きく、かつ１．０未満であり、
ｖｉ）ｂは、０より大きく、かつ１．０未満であり、
ｖｉｉ）ｃは、０～１．０未満の範囲であり、
ｖｉｉｉ）ａ１＋ａ２＋ｂ＋ｃ＝１．０、かつ
Ｘは洗剤組成物の膜形成性能であり、Ｙは洗剤組成物のシミ形成性能であり、ａ１はキレ
ート成分ａ１）の質量分率であり、ａ２はキレート成分ａ２）の質量分率であり、ｂは金
属クエン酸塩Ｂ）の質量分率であり、かつｃは金属炭酸塩Ｃ）の質量分率であり、その際
、質量分率は、洗剤組成物中に存在するキレート成分Ａ）、金属クエン酸塩Ｂ）及び金属
炭酸塩Ｃ）の合計量に基づく、洗剤組成物。
【請求項２】
　次の４つの条件の少なくとも１つ：０．２５０≦ａ１≦０．６７５；０．２７５≦ａ２
≦０．６７５；０．３２５≦ｂ≦０．７５０；及び／又は０＜ｃ≦０．１７５が適正であ
る、請求項１に記載の洗剤組成物。
【請求項３】
　次の２つの条件の少なくとも１つ：０＜Ｘ≦２．２５；及び／又は０＜Ｙ≦３．２５が
適正である、請求項１に記載の洗剤組成物。
【請求項４】
　前記キレート成分ａ２）の質量分率が０であり、かつ
Ｘ＝（２．２９*ａ１）＋（２．２６*ｂ）＋（２．７５*ｃ）＋（－０．１５*ａ１*ｂ）
；及び
Ｙ＝（４．００*ａ１）＋（３．７０*ｂ）＋（３．１０*ｃ）＋（－４．１１*ａ１*ｂ）
である、請求項１に記載の洗剤組成物。
【請求項５】
　以下、
Ａ）メチルグリシン－Ｎ－Ｎ－二酢酸（ＭＧＤＡ）及び／又はそれらのアルカリ塩を含有
するキレート成分、
Ｂ）金属クエン酸塩、
Ｃ）金属炭酸塩
（その際、洗剤組成物中に存在するキレート成分Ａ）、金属クエン酸塩Ｂ）及び金属炭酸
塩Ｃ）の合計量は、洗剤組成物１００質量部に対して、約５０質量部以下であり、かつ次
の２つの条件の少なくとも１つ
ｉ）Ｘ＝（２．２９*ａ）＋（２．２６*ｂ）＋（２．７５*ｃ）＋（－０．１５*ａ*ｂ）
、及び／又は
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ｉｉ）Ｙ＝（４．００*ａ）＋（３．７０*ｂ）＋（３．１０*ｃ）＋（－４．１１*ａ*ｂ
）；
が適正であり、ここで、
ｉｉｉ）０＜Ｘ≦２．５、
ｉｖ）０＜Ｙ≦３．５、
ｖ）０．２５０＜ａ＜０．６７５、
ｖｉ）０．３２５＜ｂ＜０．７５０、
ｖｉｉ）０＜ｃ＜０．１７５、及び
ｖｉｉｉ）ａ＋ｂ＋ｃ＝１．０、かつ
Ｘは洗剤組成物の膜形成性能であり、Ｙは洗剤組成物のシミ形成性能であり、ａはキレー
ト成分Ａ）の質量分率であり、ｂは金属クエン酸塩Ｂ）の質量分率であり、かつｃは金属
炭酸塩Ｃ）の質量分率であり、その際、質量分率は、洗剤組成物中に存在するキレート成
分Ａ）、金属クエン酸塩Ｂ）及び金属炭酸塩Ｃ）の合計量に基づく）
Ｄ）ビルダー、
Ｅ）非イオン界面活性剤、
Ｆ）ポリマー分散剤、及び場合により
Ｇ）充填剤
を含有する、洗剤組成物。
【請求項６】
　前記洗剤組成物中に存在するキレート成分Ａ）、金属クエン酸塩Ｂ）及び金属炭酸塩Ｃ
）の合計量が、洗剤組成物１００質量部に対して、約４５質量部以下である、請求項１又
は５に記載の洗剤組成物。
【請求項７】
　次の４つの条件の少なくとも１つ
前記ビルダーＤ）が、ケイ酸ナトリウムであり、かつケイ酸ナトリウムが、洗剤組成物１
００質量部に対して、約１～約４０質量部の量で洗剤組成物中に存在する、
前記非イオン界面活性剤Ｅ）が、アルコールアルコキシレートであり、かつアルコールア
ルコキシレートが、洗剤組成物１００質量部に対して、約１～約１５質量部の量で洗剤組
成物中に存在する、
前記ポリマー分散剤Ｆ）が、ポリアクリル酸であり、かつポリアクリル酸が、洗剤組成物
１００質量部に対して、約１～約１５質量部の量で洗剤組成物中に存在する、
前記充填剤が、金属硫酸塩であり、かつ金属硫酸塩が、洗剤組成物１００質量部に対して
、約１０～約９０質量部の量で洗剤組成物中に存在する
が適正である、請求項５に記載の洗剤組成物。
【請求項８】
　以下、
Ａ）メチルグリシン－Ｎ－Ｎ－二酢酸（ＭＧＤＡ）及び／又はそれらのアルカリ塩を含む
キレート成分、
Ｂ）金属クエン酸塩、
Ｃ）金属炭酸塩
（その際、洗剤組成物中に存在するキレート成分Ａ）、金属クエン酸塩Ｂ）及び金属炭酸
塩Ｃ）の合計量が約３５～約４５質量部であり、それぞれ洗剤組成物１００質量部に対し
て、キレート成分Ａ）が、約３０～約７０質量部の量で洗剤組成物中に存在し、金属クエ
ン酸塩Ｂ）が、約３０～約７０質量部の量で洗剤組成物中に存在し、金属炭酸塩Ｃ）が、
約１０～約３０質量部の量で洗剤組成物中に存在する）
Ｄ）ケイ酸ナトリウム、
Ｅ）アルコールアルコキシレート、
Ｆ）ポリアクリル酸、及び
Ｇ）金属硫酸塩
を含有する、洗剤組成物。
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【請求項９】
　前記金属クエン酸塩Ｂ）がクエン酸ナトリウムであり、前記金属炭酸塩Ｃ）が炭酸ナト
リウムである、請求項１から８のいずれか１項に記載の洗剤組成物。
【請求項１０】
　２５℃で約５００～約１５０００ｃＰの粘度を有する液体自動皿洗い機用洗剤としてさ
らに定義される、請求項１から９のいずれか１項に記載の洗剤組成物。
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